



















































































　　　敷 地 面 積　：　 506.66㎡
　　　建 築 面 積　：　 380.00㎡
　　　延 床 面 積　：　2,050.00㎡
　　　構　　　　造　：　鉄筋コンクリート造
　　　規模及び高さ　：　地上10階建　　　建物高さ　35.80ｍ
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土 地 支 出






図 書 支 出
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役 員 報 酬
退職給与引当繰入額
●教育研究経費
消 耗 品 費













































































●管 理 経 費
消 耗 品 費

















































































































































































●流 動 資 産
現 金 預 金









































































































































































































第１号基本金   
第３号基本金   
第４号基本金   
基本金の部　合計   

















翌年度繰越消費支出超過額   
消費収支差額の部　合計   


























































































































































  教育研究用機器備品  
  教育研究用消耗品  
  管理用消耗品  
  管理用機器備品  












































































帰 属 収 入
人 件 費
学生生徒等納付金
教 育 研 究 経 費
帰 属 収 入
管 理 経 費
帰 属 収 入
借 入 金 等 利 息
帰 属 収 入
帰 属 収 支 差 額
帰 属 収 入
消 費 支 出
消 費 収 入
学生生徒等納付金
帰 属 収 入
寄 付 金
帰 属 収 入
補 助 金
帰 属 収 入
基 本 金 組 入 額
帰 属 収 入
減 価 償 却 費

























































































固 定 資 産
総 資 産
流 動 資 産
総 資 産
固 定 負 債
総 資 金
流 動 負 債
総 資 金
自 己 資 金
総 資 金
消 費 収 支 差 額
総 資 金
固 定 資 産
自 己 資 金
流 動 資 産




自 己 資 金
現 金 預 金
前 受 金
退職給与引当特定資産
退 職 給 与 引 当 金
基 本 金









































































































固 定 比 率
流 動 比 率
総 負 債 比 率
負 債 比 率
前 受 金 保 有 率
退職給与引当預金率
基 本 金 比 率
人 件 費 比 率
人 件 費 依 存 率
教育研究経費比率
管 理 経 費 比 率
借入金等利息比率
帰属収支差額比率
消 費 収 支 比 率
学生生徒等納付金比率
寄 付 金 比 率
補 助 金 比 率
基 本 金 組 入 率




































































































































































































































































































































































































































































































































































































仏 教 学 専 攻仏教学研究科
社会福祉学専攻
臨床心理学専攻
人 間 科 学 専 攻
人間学研究科
福祉・臨床心理学専攻
宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻
国 文 学 専 攻
文 学 研 究 科
比 較 文 化 専 攻
仏 教 専 修




附 属 研 究 所
附 属 図 書 館
大　　学　　院
仏 教 学 科仏　教　学　部
社 会 福 祉 学 科
人 間 環 境 学 科
臨 床 心 理 学 科
人　間　学　部
人 間 科 学 科
教 育 人 間 学 科
人 文 学 科文 学 部
歴 史 学 科





総  務  部
財  務  部
教  務  部
学  生  部
入  試  部
図書館事務部












学  生  課
学生相談室
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































仏 教 学 専 攻
仏 教 学 専 攻
社 会 福 祉 学 専 攻
臨 床 心 理 学 専 攻
人 間 科 学 専 攻
福祉・臨床心理専攻
宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻
国 文 学 専 攻
比 較 文 化 専 攻
宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻
国 文 学 専 攻






















































































































































































































































































































































































































































男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
在　学　生　数












































宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻








































































































































































































































































































































宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻






























































































仏 教 学 専 攻
宗 教 学 専 攻
史 学 専 攻










仏 教 学 科
卒業者数・修了者数
■学部卒業者数




仏 教 学 専 攻
課程 論文 課程 論文 課程 論文 課程 論文
仏教学研究科






















































































































































































































































































































































































状  況  別  卒  業  者  数

























3.4% 7.6% 11.2% 20.4% 3.3% 4.7% 3.6% 5.8% 5.2% 16.4% 7.6% 7.2%
3.6% 6.0% 4.8% 4.8% 4.8% 62.7% 3.6%
7.8% 21.9% 4.7% 6.3% 6.3% 25.0% 9.4%
7.3% 7.3% 16.4% 5.5% 3.6% 5.5% 25.5% 14.5%
7.7% 4.6% 26.2% 7.7% 6.2% 21.5% 4.6% 4.6% 4.6%
5.3% 10.6% 29.8% 4.3% 5.3% 9.6% 11.7% 4.3% 4.3% 7.4%
5.3% 73.7% 3.9%
24.7% 20.6% 5.2% 10.3% 5.2% 5.2% 6.2%
15.1% 23.6% 3.8% 3.8% 4.7% 6.6% 10.4% 11.3%5.7%
















0.1% 0.1% 1.0% 3.2% 1.2%
1.6% 3.1% 1.6%
1.8% 1.8% 1.8% 1.8%1.8%
3.1% 3.1%1.5%
人 文 学 科
歴 史 学 科
表 現 文 化 学 科
アーバン福祉学科
人 間 科 学 科
教 育 人 間 学 科
人 間 環 境 学 科
臨 床 心 理 学 科
仏 教 学 科






人 文 学 科




計女男 計女男 計女男 計女男 計女男
仏教学部
大  正  大  学
















































































































































































































































人 文 学 科
歴 史 学 科
■専任教員の年齢別構成
合　計70歳以上60～69歳50～59歳40～49歳30～39歳30歳未満
計女男 計女男 計女男 計女男 計女男 計女男 計女男
仏教学部
大  正  大  学



































































































































































































































































































































































入学金 授業料 施設設備費 演習実習費 合　計
単位（円）
180,000 700,000 200,000 - 1,080,000仏教学科
■人間学部












































































































岡 本 宣 丈
勝 崎 裕 彦
多 田 孝 文
星 野 英 紀
小 峰 彌 彦
谷 　 晃 昭
菅 野 秀 浩
寺 田 信 彦
里 見 達 人
小 澤 憲 珠
千 野 法 人
柏 木 正 博















榎 本 昇 道
中 　 正 宣









木 村 周 誠
坂 本 正 仁
髙 橋 秀 裕
落 合 崇 志
犬 塚 美 輪
細 野 舜 海
細 田 峰 賢
宮 林 雄 彦
多 田 孝 文
岡 本 宣 丈
村 上 興 匡
野 口 圭 也
種 村 隆 元
林 田 康 順
田 村 雅 昭
増 澤 秀 丸
御 嶽 隆 英
小 野 静 雄
星 野 英 紀
里 見 達 人
勝 野 隆 広
大 塚 伸 夫
元 山 公 寿
小 嶋 知 善
杉 谷 義 純
岩 脇 彰 信
淺 野 義 光
静 永 純 一
小 峰 彌 彦
千 野 法 人
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平成26年度事業計画の概要 ■■■
≪はじめに≫
　本学は平成21年３月に中期マスタープランを策定、これ
を達成するためのツールとしてＴＳＲマネジメントシステム
を構築、平成23年度文部科学省特別補助金未来戦略推進経
費「経営基盤強化に貢献する先進的な取り組み」に採択され
た。
　この大学マネジメントシステムにおいて実現すべきプラン
は３つの経営基盤と５つの社会的責任の５つの項目に分類さ
れ、それぞれの項目にあるべき姿（ビジョン）と具体的な目
標を設定し、諸事業を推進するための指標を掲げた。そのこ
とによって、事務化をはかり、業務の効率化を図る。
　また、ＴＳＲマネジメントシステムは今後の本学の運営方
針に基づくものであり、大学関係者（ステークホルダー）全
員がその価値観を共有し、役割分担を明確にしつつ、社会的
責任の視点で個々の取組みを実行する機能を持たせてある。
　本学は平成25年度に第２回目の大学基準協会の認証評価
を受け適合認定を得ることができた。ちなみに協会における
認証評価の基準は、①大学の理念・目的②教育研究組織③教
員・教員組織④教育内容・方法・成果⑤学生の受け入れ⑥学
生支援⑦教育研究等環境⑧社会連携・社会貢献⑨管理運営・
財務⑩内部質保証からなり、大学の行うすべての営みが網羅
され、これらを不断に検証し、社会的責任を果たすよう求め
られている。また同時に、本学に対する社会的要請に応えて、
教育研究活動の改善・向上に努めることも求められている。
こうした評価基準は、本学の理念・目的に則った改善・向上
のための指針となり、ＴＳＲマネジメントシステムの機能を
補強するものとなる。
　以上の趣旨に基づき、平成26年度の大正大学の事業計画
は、ＴＳＲマネジメントシステムの３つの経営基盤と５つの
社会的責任という５つの項目に即して説明をする。
　
【３つの経営基盤】
１. 安定した財務基盤の確立
　本学が認証評価の審査に当って強く求められた項目（努力
課題）のひとつに、「本学の中長期の管理・運営方針を明確
にし、遂行に当っては十分な財政的に基盤を確保し、これを
公正かつ効率的に運営すること」が挙げられた。これを受け、
常任理事会において現行の中期マスタープラン（平成28年
度まで）をさらに延長し、平成36年度までの本学の管理運
営方針及び中・長期財政計画の概要として改訂を行った。
従って、平成26年度予算案はこれに則り編成した。
２. 人材の確保
＜教員＞　本年度の新教員採用（専任教員）に当って退職者
補充に加えて、初年次共通教育（基礎学力向上、セルフマネ
ジメント）を担当する特命教員５名を採用した。
＜職員＞　本年４月事務局の機構改革を行い、大学の中期事
業計画の目標を達成させるために必要な人材を各部局に配置
した。また、学生の定員増や学修支援・IR活動等や地域連
携事業に対応する職員増（６名）を行った。
３. 教育・研究環境
　中期マスタープランによって、本学のキャンパス環境を順
調に整備してきたところであり、90周年までの計画につい
ては新４号館とランドスケープ（修繕を含む）を残すのみと
なった。しかし、大学をとりまく社会的状況が大きく変化し、
建学の精神の根幹でもある仏教学部における学生確保に当っ
て、とりわけ次世代の寺院活動を支える宗門子弟学生の受入
の問題点の解決が喫緊の課題となっている。
　その取り組みの一つとして、地方からの学生を受け入れる
ための学寮を兼ね備えた教育研究施設の建設を行いたいと考
える。
　この建設経費は、特定資産である大学整備引当資金に加え
て、学寮部分の建築費用として90周年記念事業勧募の一部
（約４億円）を充当するものである。
　これに伴い、新４号館の着工は、１ヶ年延期し平成27年
度とする。なお、今後のキャンパス総合整備期間において不
足する駐車場について、隣接用地を借用して運用する計画で
ある。
　
【５つの社会的責任】
ａ. 教育・研究
①教育・研究組織の改組について、平成27年度に文学部
に「日本文学科」を設置（入学定員70名）する届け出
申請を行った（これに伴い文学部人文学科は入学定員
70名となる）。
②「２．人材の確保」の項で述べたとおり、平成26年度
５名の特命教員を新たな枠組みで採用した。目標となる
教育成果の達成が期待されるところである。
③学部の枠を超えた教育活動を組織的に行う学内組織とし
てTSRマネジメント推進機構（機構長：学長）を設立し、
機構内に以下の３つのセンターを設置する。
　　・教育開発推進センター
　　・鴨台プロジェクトセンター
　　・就職総合支援センター
　教育開発推進センターは、１・２年次の共通教育（学びの
基礎技法）の教育内容及び方法の改善を図るため、研修及び
研究を行いながら教育活動を実施する。これにより基礎学力
向上について新たな教育成果をあげることが期待される。
　また、大学教育の改善・向上の取り組みを行うに当って、
学部毎の教育組織の教育目標、学位授与方針の表現を検証し、
特に到達目標である学習成果を明解にする。そのために、Ｆ
Ｄ活動の重点課題として、学生の学習成果を的確に評価する
ために、その評価基準や評価指標の明示化を図る。
　さらに、カリキュラム編成方針及び教育活動の体系性を具
体的に示すための取り組み（カリキュラムポリシー）を本年
度の重点施策として実施する。また、教育研究活動の内部質
保証のための検証・評価・改善のサイクルを確立するに当っ
てはTSRマネジメントシステム（マネジメントシート）を活
用することを計画する。
　なお、図書館業務の充実に当っては、これまでの図書、雑
誌及び学術資料の収集・提供に加えて情報教育や情報基盤整
備を一体的に行い、教・職・学に対するサービスを積極的に
提供することで、①優れた教育・研究の企画・発信、②学修
支援の充実、③授業時間外学修時間の確保（単位の実質化）
を図る。
ｂ. 学生生活
　本学は、学生生活を通して大学建学の理念に基づく人材教
育によって豊かな人間性を涵養し、学生の資質、能力を向上
させるために大学の生活環境の改善に努めてきました。平成
26年度の学生支援事業についても以下の項目ごとに更なる
改善や充実を図る。
　・東日本大震災被災学生への支援
　・障がい学生の学修支援
　・心身の健康、保健衛生等への対応
　・ハラスメントの防止活動
　・学生の住環境の整備
　また、ＴＳＲマネジメント推進機構に就職総合支援セン
ターを設置し、学生の進路支援やキャリア開発支援を体系的
に実施するための組織強化を行い、就職希望者全員の内定を
目指して以下の業務を実施する。
・教員、職員の連携による組織的な支援体制の確立と個別
指導の強化
・初年次からの一貫したキャリア教育を通じ、学生の進
路・就職意識の向上
・企業とのネットワークの拡大・強化
ｃ. 地域連携・社会貢献
　社会貢献事業を遂行する組織である鴨台プロジェクトセン
ターは、４月から設置するＴＳＲマネジメント推進機構の機
構内組織として位置付け再スタートする。鴨台プロジェクト
センターの目的と所掌事業は以下の通りである。
　（１）地域連携・地域活性化プロジェクトの企画・運営
　（２）企業連携・企業再生プロジェクトの企画・運営
　（３）ボランティア活動支援
　（４）生涯学習プログラムの開発・運営
　（５）学内教育イベントの実施支援
　（６）東北再生「私大ネット36」の運営・管理
　（７）南三陸エリアキャンパスの運営支援
　（８）その他、必要と認められるもの
なお、平成26年度の重点施策とするところは以下の通りで
ある。
①日本大震災後の南三陸での本学の支援活動の展開は、広
く斯界から評価されている。南三陸研修センター（本学
エリアキャンパス）は、本学を中核とする私大ネット
36やその他の学生等の利用者が増加し、地元に大きく
貢献できる存在となっている。これからは、「学生の集
う南三陸町」を実現し、町の人口流出を止めることを目
指し、地域のコミュニティ復興と再生に向けて、大学の
知的資産も活用しつつ、学生を介して地域と連携し、今
後、より一層の成果を目指す。
②本学の地元における取り組みとして、東京都豊島区との
地域共創事業を全学的規模で実施する。この取り組みは
文部科学省が公募する「地＜知＞の拠点整備事業（大学
ＣＯＣ事業）」に申請する。なお、この事業については、
この申請が不採択の場合において予定通り実施する方針
である。
　　この事業の教育研究課題及び体験学習のテーマは、生
活・教育・振興の３つの課題に分類され、研究活動につ
いては「としま生活課題研究所」を設置して豊島区との
研究活動を行う予定である。また、教育活動については、
学長のリーダーシップにより地域志向のための教育改革
を行い、地域貢献をテーマとするカリキュラム
（NCP）を全学科で実施し、学生は理論と実践の両面
の学習を、地元の豊島区関係施設においてサービスラー
ニングを実施する予定である。
③すがも花街道
　鴨台観音すがもさざえ堂の建設によって、巣鴨から西巣
鴨までの約1.8kmが「いのりと希望の道」と位置付け、
また、この旧中山道の振興テーマを「すがも花街道」と
して、平成25年度から具体的取り組みを始めた（巣鴨
地蔵通り商店街等との共催による巣鴨菊まつり、商店街
花ポットの設置等）。また４月には、すがも花街道の花
を供給する花屋「鴨台花壇」が開店し、南三陸町さんさ
ん商店街、更には学生の第３食堂「鴨台花壇カフェ」を
庚申塚通りに面した位置に設置する。
ｄ. ミッションに基づく学風の醸成
　この項目は、本学独自の教育理念やビジョンについて、教
職員や学生一人ひとりに浸透し、行動のなかで身につけ、具
現化させるための取り組みである。特に、建学の精神「智慧
と慈悲の実践」、新教育ビジョン「４つの人となる」の目標
達成に向けて、大学内組織に関わる一人ひとりがそれぞれの
立場で、理想の実現に向けて取り組む態度・姿勢を求めてい
く。これを「TSRシップ」と名付け、大学の理想とする人材
を養成する。これらを実現するために宗教行事・学内教育イ
ベント・学内行事を戦略的に実施し成果をあげると同時に、
学内外に広報発信して行く。
ｅ. TSRマネジメント
①大学の管理・運営について
　大学の管理・運営のツールとしてのＴＳＲマネジメント及
びＴＳＲシートの活用は先に述べたとおりである。また、管
理運営に当っては、関係法令に従い適切公正にこれを行うも
のである。
　さらに、理事長（理事会）、学長、副学長以下執行部の権
限と責任を明確化し、学内ガバナンス体制を再構築していく。
②事務組織の改編について
　事務局においては、適切な事務組織を改編（別紙）し、十
分に機能し、連携できるよう環境を整える。また、事務局員
一人ひとりが大学のビジョンと目標を共有し、大学教学運営
や学生支援、社会貢献について積極的に重点施策としての立
案能力を発揮できるよう育成を行っていく。さらに、懸案と
なっている事務局全般にわたる具体的な人事制度改革を実施
していく方針である。
③ＴＳＲシートについて
　事務運営についてのＴＳＲシートの電子化を行い、平成26
年度から導入する。すでに、平成26年度当初予算において、
事務局各部局の重点施策のＴＳＲシートによる申請を行った。
なお、今年度中に各部局の日常業務、職員一人ひとりのポー
トフォリオシートの作成を行う予定である。
④ＴＳＲ手当について
　平成24年度より教員一人ひとりのＦＤ、職員一人ひとりの
ＳＤ活動についてＴＳＲ手当を支給してきた。平成26年度か
らは、ＴＳＲマネジメントの主体的取り組みを推進すると共
に、各自がテーマとする学習活動や資格等取得に集中して活
用できるようにするために、教職員共に個人研究費扱いに転
化する。
　これによって、大学教職員として求められる能力開発に対
して一人ひとりが具体的な目標を持ったＦＤ・ＳＤ活動が実
現し、その成果がひいては大学のステータス向上に貢献する
ことを期待している。
⑤大学ガバナンスの構築
　本学のガバナンス改革を推進するに当って、大乗仏教精神
という特色を、社会にどうアプローチしていくのか、また、
本学の強みを伸ばしさらに増大させるために、何を維持しな
がら改善や改革を戦略的に行っていくのかが最大の課題であ
る。
　現代の社会状況の変化は、本学に様々な変革を求めている。
それぞれの課題について解決の方針を示し、具体的な成果を
生むための組織能力を高めることが必要とされている。
　理事長のガバナンス、学長のリーダーシップやマネジメン
トの重要性が叫ばれるなかで、大学構成員は組織のトップだ
けにその指針の構築を任せるのでなく、大学内組織が主体的
かつ創発的に方針を提案し、トップの承認のもと責任ある遂
行がなされることが重要と考える。
　そのために、平成26年度から、各部局から提案される
「重点施策」は大学の改善・向上に資するものであると同時
に、理事長、学長の補佐機能の一部として位置付けられると
考える。　
　なお、理事長の経営、学長の教学ガバナンスの確立に当っ
ては学内の組織の能力を格段に高め、有効かつ効率的な機能
が求められている。権限と責任、機能分担、意思決定、調整、
情報伝達等のあり方について適切な対応が求められているこ
とから、このことも早急に対応する方針である。
　また、この度の職員の事務局人事制度改革は、職員の育成
という意味から、将来的に大正大学のガバナンス改革に大き
く貢献できるものと考えている。
⑥ＩＲの設置とアセスメント活動の実施
　平成26年４月に教育開発推進センターに総合ＩＲ室を設置
する（平成26年１月から準備室を開設）。この活動は大学
基準協会の指摘を受けるまでもなく、本学が教育の内部質保
証構築の一環として主体的に構築した組織である。
　本学ＩＲ室は、当初は教育活動についてアセスメントをお
こない、学習成果の検証（アウトカムアセスメント）やその
結果をフィードバックすることになる。現在、ＩＲ準備室に
おいて、ＩＲ活動の将来計画の策定を急いでおり、次段階と
して教学のみならず、学生一人ひとりのエンロールマネジメ
ント（入学・在学・卒業後をフォロー調査し管理するＩＲ活
動に加えて企画機能を追加したもの）が行えるように組織を
充実させる予定である。
⑦内部質保証について
　この問題については、大学基準協会における大学評価にお
いて、改善勧告を受けている事項である。これは、平成２３
年以降ＴＳＲマネジメントによって自己点検・評価活動を導
入しておるが、特に教学活動に関する検証・評価がなされて
いないとの指摘である。
　今後、内部質保証の責任主体を明確にし、関連規程を整備
し規程に則った検証システムを適切に機能させる予定である。
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≪はじめに≫
　本学は平成21年３月に中期マスタープランを策定、これ
を達成するためのツールとしてＴＳＲマネジメントシステム
を構築、平成23年度文部科学省特別補助金未来戦略推進経
費「経営基盤強化に貢献する先進的な取り組み」に採択され
た。
　この大学マネジメントシステムにおいて実現すべきプラン
は３つの経営基盤と５つの社会的責任の５つの項目に分類さ
れ、それぞれの項目にあるべき姿（ビジョン）と具体的な目
標を設定し、諸事業を推進するための指標を掲げた。そのこ
とによって、事務化をはかり、業務の効率化を図る。
　また、ＴＳＲマネジメントシステムは今後の本学の運営方
針に基づくものであり、大学関係者（ステークホルダー）全
員がその価値観を共有し、役割分担を明確にしつつ、社会的
責任の視点で個々の取組みを実行する機能を持たせてある。
　本学は平成25年度に第２回目の大学基準協会の認証評価
を受け適合認定を得ることができた。ちなみに協会における
認証評価の基準は、①大学の理念・目的②教育研究組織③教
員・教員組織④教育内容・方法・成果⑤学生の受け入れ⑥学
生支援⑦教育研究等環境⑧社会連携・社会貢献⑨管理運営・
財務⑩内部質保証からなり、大学の行うすべての営みが網羅
され、これらを不断に検証し、社会的責任を果たすよう求め
られている。また同時に、本学に対する社会的要請に応えて、
教育研究活動の改善・向上に努めることも求められている。
こうした評価基準は、本学の理念・目的に則った改善・向上
のための指針となり、ＴＳＲマネジメントシステムの機能を
補強するものとなる。
　以上の趣旨に基づき、平成26年度の大正大学の事業計画
は、ＴＳＲマネジメントシステムの３つの経営基盤と５つの
社会的責任という５つの項目に即して説明をする。
　
【３つの経営基盤】
１. 安定した財務基盤の確立
　本学が認証評価の審査に当って強く求められた項目（努力
課題）のひとつに、「本学の中長期の管理・運営方針を明確
にし、遂行に当っては十分な財政的に基盤を確保し、これを
公正かつ効率的に運営すること」が挙げられた。これを受け、
常任理事会において現行の中期マスタープラン（平成28年
度まで）をさらに延長し、平成36年度までの本学の管理運
営方針及び中・長期財政計画の概要として改訂を行った。
従って、平成26年度予算案はこれに則り編成した。
２. 人材の確保
＜教員＞　本年度の新教員採用（専任教員）に当って退職者
補充に加えて、初年次共通教育（基礎学力向上、セルフマネ
ジメント）を担当する特命教員５名を採用した。
＜職員＞　本年４月事務局の機構改革を行い、大学の中期事
業計画の目標を達成させるために必要な人材を各部局に配置
した。また、学生の定員増や学修支援・IR活動等や地域連
携事業に対応する職員増（６名）を行った。
３. 教育・研究環境
　中期マスタープランによって、本学のキャンパス環境を順
調に整備してきたところであり、90周年までの計画につい
ては新４号館とランドスケープ（修繕を含む）を残すのみと
なった。しかし、大学をとりまく社会的状況が大きく変化し、
建学の精神の根幹でもある仏教学部における学生確保に当っ
て、とりわけ次世代の寺院活動を支える宗門子弟学生の受入
の問題点の解決が喫緊の課題となっている。
　その取り組みの一つとして、地方からの学生を受け入れる
ための学寮を兼ね備えた教育研究施設の建設を行いたいと考
える。
　この建設経費は、特定資産である大学整備引当資金に加え
て、学寮部分の建築費用として90周年記念事業勧募の一部
（約４億円）を充当するものである。
　これに伴い、新４号館の着工は、１ヶ年延期し平成27年
度とする。なお、今後のキャンパス総合整備期間において不
足する駐車場について、隣接用地を借用して運用する計画で
ある。
　
【５つの社会的責任】
ａ. 教育・研究
①教育・研究組織の改組について、平成27年度に文学部
に「日本文学科」を設置（入学定員70名）する届け出
申請を行った（これに伴い文学部人文学科は入学定員
70名となる）。
②「２．人材の確保」の項で述べたとおり、平成26年度
５名の特命教員を新たな枠組みで採用した。目標となる
教育成果の達成が期待されるところである。
③学部の枠を超えた教育活動を組織的に行う学内組織とし
てTSRマネジメント推進機構（機構長：学長）を設立し、
機構内に以下の３つのセンターを設置する。
　　・教育開発推進センター
　　・鴨台プロジェクトセンター
　　・就職総合支援センター
　教育開発推進センターは、１・２年次の共通教育（学びの
基礎技法）の教育内容及び方法の改善を図るため、研修及び
研究を行いながら教育活動を実施する。これにより基礎学力
向上について新たな教育成果をあげることが期待される。
　また、大学教育の改善・向上の取り組みを行うに当って、
学部毎の教育組織の教育目標、学位授与方針の表現を検証し、
特に到達目標である学習成果を明解にする。そのために、Ｆ
Ｄ活動の重点課題として、学生の学習成果を的確に評価する
ために、その評価基準や評価指標の明示化を図る。
　さらに、カリキュラム編成方針及び教育活動の体系性を具
体的に示すための取り組み（カリキュラムポリシー）を本年
度の重点施策として実施する。また、教育研究活動の内部質
保証のための検証・評価・改善のサイクルを確立するに当っ
てはTSRマネジメントシステム（マネジメントシート）を活
用することを計画する。
　なお、図書館業務の充実に当っては、これまでの図書、雑
誌及び学術資料の収集・提供に加えて情報教育や情報基盤整
備を一体的に行い、教・職・学に対するサービスを積極的に
提供することで、①優れた教育・研究の企画・発信、②学修
支援の充実、③授業時間外学修時間の確保（単位の実質化）
を図る。
ｂ. 学生生活
　本学は、学生生活を通して大学建学の理念に基づく人材教
育によって豊かな人間性を涵養し、学生の資質、能力を向上
させるために大学の生活環境の改善に努めてきました。平成
26年度の学生支援事業についても以下の項目ごとに更なる
改善や充実を図る。
　・東日本大震災被災学生への支援
　・障がい学生の学修支援
　・心身の健康、保健衛生等への対応
　・ハラスメントの防止活動
　・学生の住環境の整備
　また、ＴＳＲマネジメント推進機構に就職総合支援セン
ターを設置し、学生の進路支援やキャリア開発支援を体系的
に実施するための組織強化を行い、就職希望者全員の内定を
目指して以下の業務を実施する。
・教員、職員の連携による組織的な支援体制の確立と個別
指導の強化
・初年次からの一貫したキャリア教育を通じ、学生の進
路・就職意識の向上
・企業とのネットワークの拡大・強化
ｃ. 地域連携・社会貢献
　社会貢献事業を遂行する組織である鴨台プロジェクトセン
ターは、４月から設置するＴＳＲマネジメント推進機構の機
構内組織として位置付け再スタートする。鴨台プロジェクト
センターの目的と所掌事業は以下の通りである。
　（１）地域連携・地域活性化プロジェクトの企画・運営
　（２）企業連携・企業再生プロジェクトの企画・運営
　（３）ボランティア活動支援
　（４）生涯学習プログラムの開発・運営
　（５）学内教育イベントの実施支援
　（６）東北再生「私大ネット36」の運営・管理
　（７）南三陸エリアキャンパスの運営支援
　（８）その他、必要と認められるもの
なお、平成26年度の重点施策とするところは以下の通りで
ある。
①日本大震災後の南三陸での本学の支援活動の展開は、広
く斯界から評価されている。南三陸研修センター（本学
エリアキャンパス）は、本学を中核とする私大ネット
36やその他の学生等の利用者が増加し、地元に大きく
貢献できる存在となっている。これからは、「学生の集
う南三陸町」を実現し、町の人口流出を止めることを目
指し、地域のコミュニティ復興と再生に向けて、大学の
知的資産も活用しつつ、学生を介して地域と連携し、今
後、より一層の成果を目指す。
②本学の地元における取り組みとして、東京都豊島区との
地域共創事業を全学的規模で実施する。この取り組みは
文部科学省が公募する「地＜知＞の拠点整備事業（大学
ＣＯＣ事業）」に申請する。なお、この事業については、
この申請が不採択の場合において予定通り実施する方針
である。
　　この事業の教育研究課題及び体験学習のテーマは、生
活・教育・振興の３つの課題に分類され、研究活動につ
いては「としま生活課題研究所」を設置して豊島区との
研究活動を行う予定である。また、教育活動については、
学長のリーダーシップにより地域志向のための教育改革
を行い、地域貢献をテーマとするカリキュラム
（NCP）を全学科で実施し、学生は理論と実践の両面
の学習を、地元の豊島区関係施設においてサービスラー
ニングを実施する予定である。
③すがも花街道
　鴨台観音すがもさざえ堂の建設によって、巣鴨から西巣
鴨までの約1.8kmが「いのりと希望の道」と位置付け、
また、この旧中山道の振興テーマを「すがも花街道」と
して、平成25年度から具体的取り組みを始めた（巣鴨
地蔵通り商店街等との共催による巣鴨菊まつり、商店街
花ポットの設置等）。また４月には、すがも花街道の花
を供給する花屋「鴨台花壇」が開店し、南三陸町さんさ
ん商店街、更には学生の第３食堂「鴨台花壇カフェ」を
庚申塚通りに面した位置に設置する。
ｄ. ミッションに基づく学風の醸成
　この項目は、本学独自の教育理念やビジョンについて、教
職員や学生一人ひとりに浸透し、行動のなかで身につけ、具
現化させるための取り組みである。特に、建学の精神「智慧
と慈悲の実践」、新教育ビジョン「４つの人となる」の目標
達成に向けて、大学内組織に関わる一人ひとりがそれぞれの
立場で、理想の実現に向けて取り組む態度・姿勢を求めてい
く。これを「TSRシップ」と名付け、大学の理想とする人材
を養成する。これらを実現するために宗教行事・学内教育イ
ベント・学内行事を戦略的に実施し成果をあげると同時に、
学内外に広報発信して行く。
ｅ. TSRマネジメント
①大学の管理・運営について
　大学の管理・運営のツールとしてのＴＳＲマネジメント及
びＴＳＲシートの活用は先に述べたとおりである。また、管
理運営に当っては、関係法令に従い適切公正にこれを行うも
のである。
　さらに、理事長（理事会）、学長、副学長以下執行部の権
限と責任を明確化し、学内ガバナンス体制を再構築していく。
②事務組織の改編について
　事務局においては、適切な事務組織を改編（別紙）し、十
分に機能し、連携できるよう環境を整える。また、事務局員
一人ひとりが大学のビジョンと目標を共有し、大学教学運営
や学生支援、社会貢献について積極的に重点施策としての立
案能力を発揮できるよう育成を行っていく。さらに、懸案と
なっている事務局全般にわたる具体的な人事制度改革を実施
していく方針である。
③ＴＳＲシートについて
　事務運営についてのＴＳＲシートの電子化を行い、平成26
年度から導入する。すでに、平成26年度当初予算において、
事務局各部局の重点施策のＴＳＲシートによる申請を行った。
なお、今年度中に各部局の日常業務、職員一人ひとりのポー
トフォリオシートの作成を行う予定である。
④ＴＳＲ手当について
　平成24年度より教員一人ひとりのＦＤ、職員一人ひとりの
ＳＤ活動についてＴＳＲ手当を支給してきた。平成26年度か
らは、ＴＳＲマネジメントの主体的取り組みを推進すると共
に、各自がテーマとする学習活動や資格等取得に集中して活
用できるようにするために、教職員共に個人研究費扱いに転
化する。
　これによって、大学教職員として求められる能力開発に対
して一人ひとりが具体的な目標を持ったＦＤ・ＳＤ活動が実
現し、その成果がひいては大学のステータス向上に貢献する
ことを期待している。
⑤大学ガバナンスの構築
　本学のガバナンス改革を推進するに当って、大乗仏教精神
という特色を、社会にどうアプローチしていくのか、また、
本学の強みを伸ばしさらに増大させるために、何を維持しな
がら改善や改革を戦略的に行っていくのかが最大の課題であ
る。
　現代の社会状況の変化は、本学に様々な変革を求めている。
それぞれの課題について解決の方針を示し、具体的な成果を
生むための組織能力を高めることが必要とされている。
　理事長のガバナンス、学長のリーダーシップやマネジメン
トの重要性が叫ばれるなかで、大学構成員は組織のトップだ
けにその指針の構築を任せるのでなく、大学内組織が主体的
かつ創発的に方針を提案し、トップの承認のもと責任ある遂
行がなされることが重要と考える。
　そのために、平成26年度から、各部局から提案される
「重点施策」は大学の改善・向上に資するものであると同時
に、理事長、学長の補佐機能の一部として位置付けられると
考える。　
　なお、理事長の経営、学長の教学ガバナンスの確立に当っ
ては学内の組織の能力を格段に高め、有効かつ効率的な機能
が求められている。権限と責任、機能分担、意思決定、調整、
情報伝達等のあり方について適切な対応が求められているこ
とから、このことも早急に対応する方針である。
　また、この度の職員の事務局人事制度改革は、職員の育成
という意味から、将来的に大正大学のガバナンス改革に大き
く貢献できるものと考えている。
⑥ＩＲの設置とアセスメント活動の実施
　平成26年４月に教育開発推進センターに総合ＩＲ室を設置
する（平成26年１月から準備室を開設）。この活動は大学
基準協会の指摘を受けるまでもなく、本学が教育の内部質保
証構築の一環として主体的に構築した組織である。
　本学ＩＲ室は、当初は教育活動についてアセスメントをお
こない、学習成果の検証（アウトカムアセスメント）やその
結果をフィードバックすることになる。現在、ＩＲ準備室に
おいて、ＩＲ活動の将来計画の策定を急いでおり、次段階と
して教学のみならず、学生一人ひとりのエンロールマネジメ
ント（入学・在学・卒業後をフォロー調査し管理するＩＲ活
動に加えて企画機能を追加したもの）が行えるように組織を
充実させる予定である。
⑦内部質保証について
　この問題については、大学基準協会における大学評価にお
いて、改善勧告を受けている事項である。これは、平成２３
年以降ＴＳＲマネジメントによって自己点検・評価活動を導
入しておるが、特に教学活動に関する検証・評価がなされて
いないとの指摘である。
　今後、内部質保証の責任主体を明確にし、関連規程を整備
し規程に則った検証システムを適切に機能させる予定である。
平成26年度事業計画の概要
≪はじめに≫
　本学は平成21年３月に中期マスタープランを策定、これ
を達成するためのツールとしてＴＳＲマネジメントシステム
を構築、平成23年度文部科学省特別補助金未来戦略推進経
費「経営基盤強化に貢献する先進的な取り組み」に採択され
た。
　この大学マネジメントシステムにおいて実現すべきプラン
は３つの経営基盤と５つの社会的責任の５つの項目に分類さ
れ、それぞれの項目にあるべき姿（ビジョン）と具体的な目
標を設定し、諸事業を推進するための指標を掲げた。そのこ
とによって、事務化をはかり、業務の効率化を図る。
　また、ＴＳＲマネジメントシステムは今後の本学の運営方
針に基づくものであり、大学関係者（ステークホルダー）全
員がその価値観を共有し、役割分担を明確にしつつ、社会的
責任の視点で個々の取組みを実行する機能を持たせてある。
　本学は平成25年度に第２回目の大学基準協会の認証評価
を受け適合認定を得ることができた。ちなみに協会における
認証評価の基準は、①大学の理念・目的②教育研究組織③教
員・教員組織④教育内容・方法・成果⑤学生の受け入れ⑥学
生支援⑦教育研究等環境⑧社会連携・社会貢献⑨管理運営・
財務⑩内部質保証からなり、大学の行うすべての営みが網羅
され、これらを不断に検証し、社会的責任を果たすよう求め
られている。また同時に、本学に対する社会的要請に応えて、
教育研究活動の改善・向上に努めることも求められている。
こうした評価基準は、本学の理念・目的に則った改善・向上
のための指針となり、ＴＳＲマネジメントシステムの機能を
補強するものとなる。
　以上の趣旨に基づき、平成26年度の大正大学の事業計画
は、ＴＳＲマネジメントシステムの３つの経営基盤と５つの
社会的責任という５つの項目に即して説明をする。
　
【３つの経営基盤】
１. 安定した財務基盤の確立
　本学が認証評価の審査に当って強く求められた項目（努力
課題）のひとつに、「本学の中長期の管理・運営方針を明確
にし、遂行に当っては十分な財政的に基盤を確保し、これを
公正かつ効率的に運営すること」が挙げられた。これを受け、
常任理事会において現行の中期マスタープラン（平成28年
度まで）をさらに延長し、平成36年度までの本学の管理運
営方針及び中・長期財政計画の概要として改訂を行った。
従って、平成26年度予算案はこれに則り編成した。
２. 人材の確保
＜教員＞　本年度の新教員採用（専任教員）に当って退職者
補充に加えて、初年次共通教育（基礎学力向上、セルフマネ
ジメント）を担当する特命教員５名を採用した。
＜職員＞　本年４月事務局の機構改革を行い、大学の中期事
業計画の目標を達成させるために必要な人材を各部局に配置
した。また、学生の定員増や学修支援・IR活動等や地域連
携事業に対応する職員増（６名）を行った。
３. 教育・研究環境
　中期マスタープランによって、本学のキャンパス環境を順
調に整備してきたところであり、90周年までの計画につい
ては新４号館とランドスケープ（修繕を含む）を残すのみと
なった。しかし、大学をとりまく社会的状況が大きく変化し、
建学の精神の根幹でもある仏教学部における学生確保に当っ
て、とりわけ次世代の寺院活動を支える宗門子弟学生の受入
の問題点の解決が喫緊の課題となっている。
　その取り組みの一つとして、地方からの学生を受け入れる
ための学寮を兼ね備えた教育研究施設の建設を行いたいと考
える。
　この建設経費は、特定資産である大学整備引当資金に加え
て、学寮部分の建築費用として90周年記念事業勧募の一部
（約４億円）を充当するものである。
　これに伴い、新４号館の着工は、１ヶ年延期し平成27年
度とする。なお、今後のキャンパス総合整備期間において不
足する駐車場について、隣接用地を借用して運用する計画で
ある。
　
【５つの社会的責任】
ａ. 教育・研究
①教育・研究組織の改組について、平成27年度に文学部
に「日本文学科」を設置（入学定員70名）する届け出
申請を行った（これに伴い文学部人文学科は入学定員
70名となる）。
②「２．人材の確保」の項で述べたとおり、平成26年度
５名の特命教員を新たな枠組みで採用した。目標となる
教育成果の達成が期待されるところである。
③学部の枠を超えた教育活動を組織的に行う学内組織とし
てTSRマネジメント推進機構（機構長：学長）を設立し、
機構内に以下の３つのセンターを設置する。
　　・教育開発推進センター
　　・鴨台プロジェクトセンター
　　・就職総合支援センター
　教育開発推進センターは、１・２年次の共通教育（学びの
基礎技法）の教育内容及び方法の改善を図るため、研修及び
研究を行いながら教育活動を実施する。これにより基礎学力
向上について新たな教育成果をあげることが期待される。
　また、大学教育の改善・向上の取り組みを行うに当って、
学部毎の教育組織の教育目標、学位授与方針の表現を検証し、
特に到達目標である学習成果を明解にする。そのために、Ｆ
Ｄ活動の重点課題として、学生の学習成果を的確に評価する
ために、その評価基準や評価指標の明示化を図る。
　さらに、カリキュラム編成方針及び教育活動の体系性を具
体的に示すための取り組み（カリキュラムポリシー）を本年
度の重点施策として実施する。また、教育研究活動の内部質
保証のための検証・評価・改善のサイクルを確立するに当っ
てはTSRマネジメントシステム（マネジメントシート）を活
用することを計画する。
　なお、図書館業務の充実に当っては、これまでの図書、雑
誌及び学術資料の収集・提供に加えて情報教育や情報基盤整
備を一体的に行い、教・職・学に対するサービスを積極的に
提供することで、①優れた教育・研究の企画・発信、②学修
支援の充実、③授業時間外学修時間の確保（単位の実質化）
を図る。
ｂ. 学生生活
　本学は、学生生活を通して大学建学の理念に基づく人材教
育によって豊かな人間性を涵養し、学生の資質、能力を向上
させるために大学の生活環境の改善に努めてきました。平成
26年度の学生支援事業についても以下の項目ごとに更なる
改善や充実を図る。
　・東日本大震災被災学生への支援
　・障がい学生の学修支援
　・心身の健康、保健衛生等への対応
　・ハラスメントの防止活動
　・学生の住環境の整備
　また、ＴＳＲマネジメント推進機構に就職総合支援セン
ターを設置し、学生の進路支援やキャリア開発支援を体系的
に実施するための組織強化を行い、就職希望者全員の内定を
目指して以下の業務を実施する。
・教員、職員の連携による組織的な支援体制の確立と個別
指導の強化
・初年次からの一貫したキャリア教育を通じ、学生の進
路・就職意識の向上
・企業とのネットワークの拡大・強化
ｃ. 地域連携・社会貢献
　社会貢献事業を遂行する組織である鴨台プロジェクトセン
ターは、４月から設置するＴＳＲマネジメント推進機構の機
構内組織として位置付け再スタートする。鴨台プロジェクト
センターの目的と所掌事業は以下の通りである。
　（１）地域連携・地域活性化プロジェクトの企画・運営
　（２）企業連携・企業再生プロジェクトの企画・運営
　（３）ボランティア活動支援
　（４）生涯学習プログラムの開発・運営
　（５）学内教育イベントの実施支援
　（６）東北再生「私大ネット36」の運営・管理
　（７）南三陸エリアキャンパスの運営支援
　（８）その他、必要と認められるもの
なお、平成26年度の重点施策とするところは以下の通りで
ある。
①日本大震災後の南三陸での本学の支援活動の展開は、広
く斯界から評価されている。南三陸研修センター（本学
エリアキャンパス）は、本学を中核とする私大ネット
36やその他の学生等の利用者が増加し、地元に大きく
貢献できる存在となっている。これからは、「学生の集
う南三陸町」を実現し、町の人口流出を止めることを目
指し、地域のコミュニティ復興と再生に向けて、大学の
知的資産も活用しつつ、学生を介して地域と連携し、今
後、より一層の成果を目指す。
②本学の地元における取り組みとして、東京都豊島区との
地域共創事業を全学的規模で実施する。この取り組みは
文部科学省が公募する「地＜知＞の拠点整備事業（大学
ＣＯＣ事業）」に申請する。なお、この事業については、
この申請が不採択の場合において予定通り実施する方針
である。
　　この事業の教育研究課題及び体験学習のテーマは、生
活・教育・振興の３つの課題に分類され、研究活動につ
いては「としま生活課題研究所」を設置して豊島区との
研究活動を行う予定である。また、教育活動については、
学長のリーダーシップにより地域志向のための教育改革
を行い、地域貢献をテーマとするカリキュラム
（NCP）を全学科で実施し、学生は理論と実践の両面
の学習を、地元の豊島区関係施設においてサービスラー
ニングを実施する予定である。
③すがも花街道
　鴨台観音すがもさざえ堂の建設によって、巣鴨から西巣
鴨までの約1.8kmが「いのりと希望の道」と位置付け、
また、この旧中山道の振興テーマを「すがも花街道」と
して、平成25年度から具体的取り組みを始めた（巣鴨
地蔵通り商店街等との共催による巣鴨菊まつり、商店街
花ポットの設置等）。また４月には、すがも花街道の花
を供給する花屋「鴨台花壇」が開店し、南三陸町さんさ
ん商店街、更には学生の第３食堂「鴨台花壇カフェ」を
庚申塚通りに面した位置に設置する。
ｄ. ミッションに基づく学風の醸成
　この項目は、本学独自の教育理念やビジョンについて、教
職員や学生一人ひとりに浸透し、行動のなかで身につけ、具
現化させるための取り組みである。特に、建学の精神「智慧
と慈悲の実践」、新教育ビジョン「４つの人となる」の目標
達成に向けて、大学内組織に関わる一人ひとりがそれぞれの
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立場で、理想の実現に向けて取り組む態度・姿勢を求めてい
く。これを「TSRシップ」と名付け、大学の理想とする人材
を養成する。これらを実現するために宗教行事・学内教育イ
ベント・学内行事を戦略的に実施し成果をあげると同時に、
学内外に広報発信して行く。
ｅ. TSRマネジメント
①大学の管理・運営について
　大学の管理・運営のツールとしてのＴＳＲマネジメント及
びＴＳＲシートの活用は先に述べたとおりである。また、管
理運営に当っては、関係法令に従い適切公正にこれを行うも
のである。
　さらに、理事長（理事会）、学長、副学長以下執行部の権
限と責任を明確化し、学内ガバナンス体制を再構築していく。
②事務組織の改編について
　事務局においては、適切な事務組織を改編（別紙）し、十
分に機能し、連携できるよう環境を整える。また、事務局員
一人ひとりが大学のビジョンと目標を共有し、大学教学運営
や学生支援、社会貢献について積極的に重点施策としての立
案能力を発揮できるよう育成を行っていく。さらに、懸案と
なっている事務局全般にわたる具体的な人事制度改革を実施
していく方針である。
③ＴＳＲシートについて
　事務運営についてのＴＳＲシートの電子化を行い、平成26
年度から導入する。すでに、平成26年度当初予算において、
事務局各部局の重点施策のＴＳＲシートによる申請を行った。
なお、今年度中に各部局の日常業務、職員一人ひとりのポー
トフォリオシートの作成を行う予定である。
④ＴＳＲ手当について
　平成24年度より教員一人ひとりのＦＤ、職員一人ひとりの
ＳＤ活動についてＴＳＲ手当を支給してきた。平成26年度か
らは、ＴＳＲマネジメントの主体的取り組みを推進すると共
に、各自がテーマとする学習活動や資格等取得に集中して活
用できるようにするために、教職員共に個人研究費扱いに転
化する。
　これによって、大学教職員として求められる能力開発に対
して一人ひとりが具体的な目標を持ったＦＤ・ＳＤ活動が実
現し、その成果がひいては大学のステータス向上に貢献する
ことを期待している。
⑤大学ガバナンスの構築
　本学のガバナンス改革を推進するに当って、大乗仏教精神
という特色を、社会にどうアプローチしていくのか、また、
本学の強みを伸ばしさらに増大させるために、何を維持しな
がら改善や改革を戦略的に行っていくのかが最大の課題であ
る。
　現代の社会状況の変化は、本学に様々な変革を求めている。
それぞれの課題について解決の方針を示し、具体的な成果を
生むための組織能力を高めることが必要とされている。
　理事長のガバナンス、学長のリーダーシップやマネジメン
トの重要性が叫ばれるなかで、大学構成員は組織のトップだ
けにその指針の構築を任せるのでなく、大学内組織が主体的
かつ創発的に方針を提案し、トップの承認のもと責任ある遂
行がなされることが重要と考える。
　そのために、平成26年度から、各部局から提案される
「重点施策」は大学の改善・向上に資するものであると同時
に、理事長、学長の補佐機能の一部として位置付けられると
考える。　
　なお、理事長の経営、学長の教学ガバナンスの確立に当っ
ては学内の組織の能力を格段に高め、有効かつ効率的な機能
が求められている。権限と責任、機能分担、意思決定、調整、
情報伝達等のあり方について適切な対応が求められているこ
とから、このことも早急に対応する方針である。
　また、この度の職員の事務局人事制度改革は、職員の育成
という意味から、将来的に大正大学のガバナンス改革に大き
く貢献できるものと考えている。
⑥ＩＲの設置とアセスメント活動の実施
　平成26年４月に教育開発推進センターに総合ＩＲ室を設置
する（平成26年１月から準備室を開設）。この活動は大学
基準協会の指摘を受けるまでもなく、本学が教育の内部質保
証構築の一環として主体的に構築した組織である。
　本学ＩＲ室は、当初は教育活動についてアセスメントをお
こない、学習成果の検証（アウトカムアセスメント）やその
結果をフィードバックすることになる。現在、ＩＲ準備室に
おいて、ＩＲ活動の将来計画の策定を急いでおり、次段階と
して教学のみならず、学生一人ひとりのエンロールマネジメ
ント（入学・在学・卒業後をフォロー調査し管理するＩＲ活
動に加えて企画機能を追加したもの）が行えるように組織を
充実させる予定である。
⑦内部質保証について
　この問題については、大学基準協会における大学評価にお
いて、改善勧告を受けている事項である。これは、平成２３
年以降ＴＳＲマネジメントによって自己点検・評価活動を導
入しておるが、特に教学活動に関する検証・評価がなされて
いないとの指摘である。
　今後、内部質保証の責任主体を明確にし、関連規程を整備
し規程に則った検証システムを適切に機能させる予定である。
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